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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第28期 

第３四半期連結 
累計期間 

第29期 
第３四半期連結 

累計期間 
第28期 

会計期間 

自平成28年 
 ３月１日 
至平成28年 
 11月30日 

自平成29年 
 ３月１日 
至平成29年 
 11月30日 

自平成28年 
 ３月１日 
至平成29年 
 ２月28日 

売上高 （千円） 3,449,284 3,793,475 4,585,618 

経常利益 （千円） 146,153 234,740 118,820 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 129,954 360,218 318,935 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 165,992 358,888 343,514 

純資産額 （千円） 1,576,420 2,061,113 1,752,417 

総資産額 （千円） 2,235,742 2,818,123 2,143,483 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 15.56 43.11 38.18 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 70.4 73.1 81.8 

 

回次
第28期

第３四半期連結
会計期間

第29期
第３四半期連結

会計期間
 

会計期間

自平成28年
 ９月１日
至平成28年
 11月30日

自平成29年
 ９月１日
至平成29年
 11月30日

 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.34 24.77  

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第28期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第29期第３四半期連結累計期間及び第28期

の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

 (1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境に改善が見られ、緩やかな回復基

調にあり、株価の上昇などに伴い個人消費も回復傾向にあります。また、今後政府の「働き方改革」による余暇時

間の増加により余暇市場への参加人口の回復が期待されており、当社もその動向に注力しております。

このような状況のもとで、当社グループは各事業部門とも業績向上に邁進いたしました結果、当第３四半期連結

累計期間の売上高は3,793百万円（前年同期比10.0％増）、営業利益は231百万円（前年同期比60.7％増）、経常利

益は234百万円（前年同期比60.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は固定資産売却益129百万円、投資有

価証券売却益29百万円を特別利益に計上したこともあり360百万円（前年同期比177.2％増）となりました。

 

  セグメントの概況は次のとおりであります。

＜キャラクターエンタテインメント事業＞

キャラクターエンタテインメント事業におきましては、「星のカービィ」「ドラえもん」等の定番キャラクター

が引き続き好調に推移したことに加え、大手チェーン店向けにOEM 商品の取り組みを強化した結果、売上高2,332

百万円（前年同期比6.9％増）となりましたが、営業利益は運送費等の増加により153百万円（前年同期比3.5％

減）となりました。 

 

＜キャラクター・ファンシー事業＞

キャラクター・ファンシー事業におきましては、引き続き「もちもちマスコット」シリーズの販売が好調に推移

し、アニメキャラクター専門店等への販売が大幅に伸長したことに加え、「ポケットモンスター」「星のカービ

ィ」といったゲーム関連キャラクターや当社オリジナルキャラクターの「忠犬もちしば」の販売も好調に推移した

こと等によりキャラクターファンシー流通への販売も伸長しました。また、「もちもちマスコット」専用ＥＣサイ

トの運用開始により更なる売上総利益率の向上にも繋がった結果、売上高1,460百万円（前年同期比15.2％増）、

営業利益77百万円（前年同期は15百万円の営業損失）と大きく改善いたしました。

 

(2)財政状態

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて674百万円増加し、2,818百万円とな

りました。これは主に、不動産の売却による土地の減少額96百万円により一部相殺されたものの、受取手形及び売

掛金の増加額402百万円、現金及び預金の増加額214百万円、商品の増加額93百万円によるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べて365百万円増加し、757百万円となりました。これは主に、買掛金の増加額

265百万円、流動負債のその他の増加額78百万円によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて308百万円増加し、2,061百万円となりました。これは主に、利益剰余金の

増加額310百万円によるものであります。

 

     (3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 (4)研究開発活動

該当事項はありません。

 

 (5)主要な設備 

前連結会計年度において計画中でありました大阪本社の売却について、当第３四半期連結累計期間において売却

しました。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年１月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,490,103 8,490,103
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

   100株

計 8,490,103 8,490,103 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年９月１日

～

平成29年11月30日

－ 8,490,103 － 461,997 － 492,935

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

    当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  134,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,323,300 83,233 －

単元未満株式 普通株式   32,203 － －

発行済株式総数 8,490,103 － －

総株主の議決権 － 83,233 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年11月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エスケ

イジャパン

大阪市中央区南船

場一丁目13番27号
134,600 － 134,600 1.59

計 － 134,600 － 134,600 1.59

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年９月１日から平

成29年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年２月28日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年11月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,144,229 1,359,095 

受取手形及び売掛金 412,855 815,273 

電子記録債権 89,360 116,815 

商品 151,822 245,041 

その他 71,171 122,840 

貸倒引当金 △2,415 △4,402 

流動資産合計 1,867,023 2,654,664 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 56,089 14,697 

減価償却累計額 △47,350 △3,422 

建物及び構築物（純額） 8,738 11,274 

車両運搬具 3,450 3,450 

減価償却累計額 △2,964 △3,121 

車両運搬具（純額） 486 329 

その他 149,005 150,920 

減価償却累計額 △134,587 △135,701 

その他（純額） 14,418 15,218 

土地 96,798 － 

有形固定資産合計 120,441 26,822 

無形固定資産 40,999 23,887 

投資その他の資産    

投資有価証券 56,879 49,838 

退職給付に係る資産 41,178 45,593 

その他 34,754 30,214 

貸倒引当金 △17,793 △12,897 

投資その他の資産合計 115,019 112,749 

固定資産合計 276,460 163,459 

資産合計 2,143,483 2,818,123 

 

- 6 -



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年２月28日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年11月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 185,873 451,826 

未払法人税等 23,943 28,436 

繰延税金負債 126 78 

賞与引当金 21,150 39,119 

役員賞与引当金 5,000 － 

その他 85,638 164,465 

流動負債合計 321,732 683,926 

固定負債    

繰延税金負債 19,550 22,507 

役員退職慰労引当金 45,916 － 

その他 3,867 50,576 

固定負債合計 69,333 73,084 

負債合計 391,066 757,010 

純資産の部    

株主資本    

資本金 461,997 461,997 

資本剰余金 492,935 492,935 

利益剰余金 831,787 1,141,872 

自己株式 △51,405 △51,466 

株主資本合計 1,735,314 2,045,339 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 24,630 19,994 

繰延ヘッジ損益 △4,545 △1,274 

為替換算調整勘定 △2,982 △2,946 

その他の包括利益累計額合計 17,102 15,773 

純資産合計 1,752,417 2,061,113 

負債純資産合計 2,143,483 2,818,123 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 

 至 平成28年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成29年11月30日) 

売上高 3,449,284 3,793,475 

売上原価 2,410,010 2,630,742 

売上総利益 1,039,274 1,162,733 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 269,224 252,974 

賞与引当金繰入額 34,278 39,119 

退職給付費用 9,594 6,486 

役員退職慰労引当金繰入額 4,674 1,517 

荷造運搬費 181,463 210,271 

貸倒引当金繰入額 △1,350 1,399 

その他 397,396 419,521 

販売費及び一般管理費合計 895,281 931,291 

営業利益 143,993 231,441 

営業外収益    

受取利息 28 2 

受取配当金 451 540 

受取補償金 2,179 － 

賃貸収入 1,119 1,639 

その他 1,545 1,118 

営業外収益合計 5,324 3,300 

営業外費用    

支払利息 1,633 － 

為替差損 1,517 － 

その他 13 1 

営業外費用合計 3,163 1 

経常利益 146,153 234,740 

特別利益    

固定資産売却益 50 129,039 

投資有価証券売却益 － 29,908 

新株予約権戻入益 275 － 

特別利益合計 325 158,947 

特別損失    

固定資産除却損 0 306 

特別損失合計 0 306 

税金等調整前四半期純利益 146,479 393,381 

法人税、住民税及び事業税 17,277 31,813 

法人税等調整額 △752 1,350 

法人税等合計 16,525 33,163 

四半期純利益 129,954 360,218 

親会社株主に帰属する四半期純利益 129,954 360,218 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 

 至 平成28年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成29年11月30日) 

四半期純利益 129,954 360,218 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 14,151 △4,636 

繰延ヘッジ損益 21,935 3,270 

為替換算調整勘定 △48 35 

その他の包括利益合計 36,037 △1,329 

四半期包括利益 165,992 358,888 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 165,992 358,888 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

  該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

  該当事項はありません。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

  「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号  平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。 

 

（役員退職慰労金制度の廃止）

  当社は、平成29年５月25日開催の第28期の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰

労金の打切り支給を決議いたしました。

  これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支給額の未払分47,434千円を「長期未払金」と

して固定負債の「その他」に含めて表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

    当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年２月28日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年11月30日）

当座貸越極度額 2,150,000千円 2,150,000千円

借入実行残高 － －

差引額 2,150,000 2,150,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年３月１日
至 平成29年11月30日）

減価償却費 55,002千円 31,636千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成28年３月１日  至  平成28年11月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月27日 

定時株主総会
普通株式 20,872 2.5 平成28年２月29日平成28年５月30日 利益剰余金

平成28年10月14日 

取締役会
普通株式 20,888 2.5 平成28年８月31日平成28年11月11日 利益剰余金

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成29年３月１日  至  平成29年11月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月25日

定時株主総会
普通株式 25,066 3 平成29年２月28日平成29年５月26日 利益剰余金

平成29年10月13日

取締役会
普通株式 25,066 3 平成29年８月31日平成29年11月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成28年３月１日    至  平成28年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）1 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）2 

 
キャラクター 
エンタテイン 
メント事業 

キャラクター・ 
ファンシー 

事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 2,181,649 1,267,635 3,449,284 － 3,449,284 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
7,380 9,558 16,939 (16,939) － 

計 2,189,029 1,277,194 3,466,223 (16,939) 3,449,284 

セグメント利益又は損失

（△） 
159,224 △15,773 143,451 541 143,993 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額541千円は、セグメント間取引消去等であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成29年３月１日    至  平成29年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注） 

 
キャラクター 
エンタテイン 
メント事業 

キャラクター・ 
ファンシー 

事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 2,332,964 1,460,511 3,793,475 － 3,793,475 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
1,153 2,414 3,568 (3,568) － 

計 2,334,118 1,462,926 3,797,044 (3,568) 3,793,475 

セグメント利益 153,596 77,845 231,441 － 231,441 

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年３月１日
至 平成29年11月30日）

 １株当たり四半期純利益金額 15円56銭 43円11銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
129,954 360,218

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
129,954 360,218

普通株式の期中平均株式数（株） 8,352,183 8,355,444

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

２【その他】

平成29年10月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・25,066千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・３円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成29年11月10日

（注）平成29年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年１月11日

株式会社エスケイジャパン 

取締役会  御中 

 

有限責任監査法人  トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 木  村  幸  彦    印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 南  方  得  男    印 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスケ

イジャパンの平成29年３月１日から平成30年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年９月１日

から平成29年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エスケイジャパン及び連結子会社の平成29年11月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

  （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


